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令和６年度第２０回庁議提案  審議・報告・その他 

                   提 出 日：令和７年１月２１日 

                   担当部・課：市民生活部地域協働課〔内線３３１６〕 

① 件  名 

 コミュニティ施設の照明器具ＬＥＤ化事業の実施について（物価高騰対策） 

② 施策等を必要とする背景及び目的（理由） 

【背景】 

  令和５年１０月に開催された「水銀に関する水俣条約第５回締約国会議」において、蛍光ラン

プの輸入・製造等を令和９年末までに段階的に廃止することが決定されたことに加え、エネルギ

ー価格の高騰が続く中で、コミュニティ施設の電気料金を抑制するため照明器具のＬＥＤ化が必

要となっている。 

令和６年１２月、「国民の安心・安全と持続的な成長に向けた総合経済対策」に係る国の補正予

算が成立し、物価高騰の影響を受けた生活者や事業者の支援を目的とした「物価高騰対応重点支

援地方創生臨時交付金」が配分された。 

 

【目的】 

  同交付金を活用し、施設内照明をＬＥＤ化することで、施設を維持管理する地元団体及び市民

の負担軽減を図るもの。 

③ 根拠法令及び総合計画又は個別計画との整合性 

【根拠法令】 

 

【〔総合計画との整合性 総合計画の位置付け：有・無〕 又は 〔個別計画との整合性〕】  

 

④ 提案に至るまでの経過（市民参加の有無とその内容を含む。） 

 令和６年１１月  「国民の安心・安全と持続的な成長に向けた総合経済対策」が閣議決定 

     １２月  第２１６回臨時国会において令和６年度補正予算成立 

 令和７年 １月  物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画裁定 

⑤ 主な内容 

 コミュニティ施設内照明のＬＥＤ化を図る。 

施設名称 開設年月日 延床面積 

（１） 向陽地区コミュニティセンター 昭和５０年２月５日 597.06 ㎡ 

（２） 本町コミュニティセンター 平成 ４年４月１日 110.55 ㎡ 

（３） 和渕地区コミュニティセンター 昭和５０年４月１日 301.53 ㎡ 

（４） しらさぎ台コミュニティセンター 平成１７年３月１日 172.24 ㎡ 

（５） 曽波神多目的研修センター 平成 ８年４月１日 150.71 ㎡ 

（６） 青木多目的研修センター 平成 ６年１月１日 433.50 ㎡ 
 

⑥ 実施した場合の影響・効果（財源措置及び複数年のコスト計算を含む。） 

【影響・効果】 

 エネルギー価格高騰の影響を受けている施設を維持管理する地元団体及び市民の負担軽減が図ら

れる。 

【市財政への負担】 

 事業費総額 ５５，２１９千円 

 （財源）物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（国）１０／１０ 
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⑦ 他の自治体の政策との比較検討 

 

⑧ 今後の予定及び施行予定年月日 

 

令和７年 ２月   市議会第１回定例会に関係予算案について提案 

     ４月   設計 

     ９月   工事 

令和８年 ３月   完成 

 

⑨ その他 

 

 


